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技術は社会に大きな影響を与えるので、技術ガバナン

スには多様なアクターが関与する。科学者やエンジニア

は、個人としても、研究機関のメンバーとしても、大き

な役割を果たす。企業もまた、技術を社会に導入する上

で重要である。さらにさまざまな国内官庁も関与し、ま

た外国政府は技術移転を伴う際には主要な役割を果た

す。

技術開発によって、さまざまな広範なリスクも高まる

し、また利便性も向上する。したがって、技術ガバナン

スには、多様な社会集団が関与するリスク評価とリスク

管理が必要である。そのためには、不確実性に対処し、

またリスクと利便性をそれぞれどれだけとるべきかとい

う配分方法にも取り組まなければならない。一方、技術

ガバナンスは、科学者やエンジニアによる研究開発を促

進するためのイノベーション・ガバナンスと、これにた

いする資金提供を必要とする。新技術の動員と実施のた

めには、イノベーションと技術需要を形作るプッシュ・

プル要因を理解する必要もある。

戦後日本の原子力技術と宇宙技術のガバナンスの問題

からは教訓が導かれる。本報告の分析は、各分野におけ

る「二元的」統治システムの構造と意味に焦点を当て

る。

歴史的に、原子力技術においては、特に燃料再処理と

高速増殖技術に関して研究開発を重視するグループと、

移転された軽水炉技術の利用に焦点を当てるグループ間

に緊張関係があった。前者には、科学技術庁、日本原

子力研究開発機構、動力炉・核燃料開発事業団が含まれ

る。動力炉・核燃料開発事業団は2005年に日本原子力研

究開発機構に統合された。後者は電力事業者と通商産業
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省（現経済産業省）が含まれる。

原子力規制体制をめぐる時期は3つに区分することがで

きる。第１期は1957年から1978年で、行政管理によって

特徴づけられる。この期間は、首相が原子力事業の規制

に関する権限を持っていた。商業用原子炉の承認は時に

は有能な閣僚の関与も必要とした。実際には、彼らは、

科学技術庁長官が委員長を務める日本原子力委員会の意

見を踏襲した。

第２期は1978年から1999年で、1974年の原子力船「む

つ」の放射線漏れ事故後の時期である。この期間は権力

の分散化の時期にあたり、原子力利用を管轄する政府機

関は、産業の促進と規制の両方を担っていた。科学技術

庁が事務局を務める独立した諮問委員会である原子力安

全委員会は、他の機関による規制の見直しと国民啓発の

両方を担当した。

1999年以降現在に至る第３期には、核燃料製造会社の

事故を契機として従来よりも強力な規制体制が実現した

が、二元的システムは弱体化した。2001年には原子力安

全保安院が経済産業省の内部に準独立組織として設立さ

れた。原子力安全保安院は強化されていたが、国際原子

力機関(IAEA)は、その真の独立性にやや懐疑的だった。

この時期には、地震や津波の科学的理解や政策の段階的

な変化も見られた。

2011年の福島第一原発事故の原因のひとつは、原子力

コミュニティにおける各分野間で意思疎通を図り、地

震・津波の研究者たちから新しい知識を十分に得てそれ

を生かすことができなかったことである。たとえば、津

波の研究者は、福島地域を含めた地域で、従来信じられ

ていたよりも津波予測の不確実性が高いと考えるように
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なっていた。だがこうした知見は原子力施設に効果的に

伝達されなかった。ここから得られる重要な教訓は、複

雑な技術システムを規制するには、幅広い知識領域の動

向に敏感でなければならないという点である。

もうひとつの問題は、過酷事故対策が厳しい法的要件

ではなく、自発的に事業者が行うものとみなされていた

ことである。この自己規制アプローチにより、過酷事故

対策の対象は、確率的安全評価により地震を含む外部事

象のリスクをほとんど無視したものになっていた。事業

者と電力会社は、政府の関与なしに自主的な措置を取っ

たが、これらの措置は不十分であった。

福島原発事故後、政府と非政府機関はいくつかの調査

を実施した。国会は、これまで規制が不十分であり、経

済産業省が業界の促進と規制という相反する義務を担っ

てきたことへの対応として最終的に、2013年に新たな原

子力規制委員会の設立を承認した。しかしながら、形式

的な独立では十分ではないことは明らかである。規制当

局は、効果的かつ国民の信頼を得るものでなければなら

ない。

ひとつの重要な側面は人材である。規制当局は、学際

的な方向性を持つリスク管理者を必要とする。これは、

自然災害、技術的事故、およびその他のリスクの間に相

互作用がありうる、原子力などの技術領域において特に

あてはまる。将来的に、どのような人材が原子力規制委

員会に配置されるのかはまだわからない。

宇宙技術においては、科学研究を重視する文部省や宇

宙科学研究所（ISAS）などと、技術利用を重視する科学

技術庁と宇宙開発事業団（NASDA）などの間に緊張関係が

あった。ISASとNASDAは2003年に宇宙航空研究開発機構

（JAXA）に統合された。

日本の宇宙部門もいくつかの段階を経て発展してき

た。1950年代にはいくつかのロケット事業とともに日本

を拠点とする宇宙活動が始まった。1960年代には首相

官邸が一部の宇宙政策を主導した。ふたつの別々の組

織も設立され、二元的システムが確立された。すなわ

ち、ISASは、科学技術に関する問題、衛星打ち上げな

どの科学ミッションに焦点を当てており、他方、NASDA

は、宇宙を拠点とする技術を通信、放送、気象監視、そ

の他の社会的ニーズに適用することに重点を置いてい

た。NASDAはまた、宇宙技術の業界およびユーザーと緊密

に協力し、米国から日本に技術を導入した。

1990年代になり、冷戦後の安全保障環境の変化と北朝

鮮からの脅威の増大により、宇宙ベースの監視システム

の必要性が高まった。同時に、米国は、特に衛星の調達
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に関する日本政府による宇宙産業保護を批判し始めた。

これにより、政府市場が開放され、非研究開発衛星契約

のための国際入札が始まった。

第２のサイクルは2000年代に始まった。二元的システ

ムの下では、宇宙技術の研究と応用は、それぞれISASと

NASDAに分かれて行われていた。このシステムは一連の行

政改革、特にISASとNASDAのJAXAへの統合によって弱体化

し始めた。日本は、2003年に最初の2つの「情報収集衛

星」を立ち上げ、これまでの厳密な「平和的な」宇宙活

動の解釈は徐々に崩れていった。

2008年には、宇宙基本法が日本の宇宙活動の目的を定

めた。これには、国民生活の向上、国家安全保障の強

化、国際社会の平和及び安全の確保、科学研究の発達、

社会経済的発展の促進が含まれる。これらは、宇宙技術

の応用が従来以上に重視されるようになった現在の変化

を示している。2009年、2013年、2015年に打ち出された

日本の宇宙基本計画は、宇宙研究と技術を安全保障と産

業のために応用することを重視している。

宇宙基本法の趣旨に基づき、2016年に提出された宇宙

活動法の下で、より広い宇宙活動を可能にする法的枠組

みが議論されるようになった。宇宙活動法は、商業化が

進む中で国際条約および協定を遵守することを保証する

こと、また国民の安全を守り、宇宙産業を促進すること

を目的としている。衛星リモートセンシング法は、リモ

ートセンシングデータの利用を促進し、民間部門の活動

を促進し、安全保障上の利益を保護するためのものであ

る。

原子力部門の場合と同様に、進化する宇宙規制の枠組

みでは規制と産業振興とのバランスが取られることが求

められている。原子力部門について述べたとおり、適切

な制度的枠組みのもとでこのバランスを正しく取ること

が、国民の信頼と効果的なリスク管理を促進するうえで

非常に重要である。

民営化の増加、商業活動の拡大、宇宙技術の応用の広

がりの中で、独立した効果的な規制力を確保しなければ

ならない。しかしながら、誰がどのように規制のための

資源を提供すべきかを決定するのかは残された課題であ

る。政府が省庁や内閣府を通じてこの役割を果たすべき

か、JAXAが主導権を握るべきか。リスク、便益、アカウ

ンタビリティはどのように分担されるべきか。原子力と

宇宙技術が発展し続ける中で、これらは緊急かつ未解決

の問題である。

質疑応答

報告に続いて、質疑応答の時間が設けられた。最初の

質問は、宇宙ガバナンスにおいて、どのようなリスクを

管理する必要があるのかという点についてであった。

これについて城山氏は、宇宙ごみ、衛星の墜落、宇宙

天気、そして宇宙基盤の通信インフラへの被害に関連し

た体系的かつ連鎖リスクをなどのリスクであると述べ

た。これらのリスクに対処するには、技術的および調整

上の課題がある。ヨーロッパでは日本よりも宇宙天気に

より大きな関心が寄せられてきた。

さらに、原子力に関わるリスクには精力的な規制努力

がなされてきたが、宇宙に関してはそれほどの取り組み

がなされてきていないのではないかという質問がなされ

た。この違いを生み出してきたのは何か。ダウンサイド

リスクの相対的な大きさだろうか。原子力に関しては、

ダウンサイドリスクとコストは非常に大きい。他方、宇

宙についてはそれほど大きくないように思われる。宇宙

におけるイノベーションと規制を推進するために、国家

主導の一貫した努力が比較的少ないのは、宇宙に関して

はリスクが原子力よりも深刻でなくコストも小さいとい

う感覚を反映しているのだろうか。

城山氏は、なぜ特定のダウンサイドリスクが受け入れ

られたのかを考える価値があると示唆した。日本では歴

史的に、エネルギー安全保障の必要性のために、ある程

度の原子力に関するダウンサイドリスクが受容されてき

た。原子力技術では、政府は、民間産業が投資を行うた

めの規制や保険の枠組みを提供する傾向にあり、このよ

うな枠組みがリスク受容を可能にしてきた。ただし、こ

の枠組みは、日本では他の国よりも柔軟性があるが、民

間業界にとって安定性と予測可能性は低い。そのため、
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政府が枠組みを適切に運用できない場合、モラルハザー

ドを招いたり投資を阻害する可能性がある。

第２の質問は、城山氏が述べたガバナンスの枠組み

が、サイバー・セキュリティなどの新たなリスク、開発

や応用のスピード、政府の研究開発枠組み外の投資の規

模を考えると、21世紀にも機能しうるのかどうかについ

てであった。 イーロン・マスクの破壊的なリーダーシッ

プは良い例である。確立された国家主導ガバナンスの枠

組みは、将来的にも助けとなるのだろうか。あるいはも

はや戦後の規制システムは最後のあがきをしている段階

に入っているのだろうか。もしそうなら、サイバー・セ

キュリティやCRISPRなどのツールによる遺伝子編集技術

の民主化など、21世紀のリスクに対応できる新しいシス

テムはあるだろうか。

城山氏は、これはケースによって異なると答えた。ガ

バナンス構造のポートフォリオが拡大しており、その相

対的な強みは、当該技術分野の性格や関連する利益、リ

スク、ガバナンスのあり方による。たとえば、国家指向

のガバナンス構造が適切か、産業指向のガバナンス構造

が適切かどうか考えるべきだろう。自己ガバナンスが目

立つところでは、しばしば職業倫理規範や教育基準が役

割を果たしている。一部の業種では、民間部門は、安定

した事業と投資環境を確保するために必要であると理解

しているため、政府の規制を積極的に推進している。

原子力技術と宇宙部門では従来から国家がガバナンス

において主導的役割を果たしてきたが、海事技術・海運

などの他の産業では、ガバナンスの多くは、保険制度や

船級協会などを通じて業界が実施してきた。原子力ガバ

ナンスにおいてさえ、民間部門に大きく依存している。

たとえば、原子力事業者は、事故・事象データ、公益事

業会社間の安全性の評価の共有で協力し、保険料率を決

定している。

業界の構造も重要な変数である。バイオテクノロジー

分野では、研究室や企業レベルで、比較的小規模で分散

した規模で多くの活動が行われている。一方、原子力産

業は相対的に統合されている。

続いて、伝統的なガバナンスの考え方は、例えばある

種の技術の民主化など、われわれが目指す方向と合致す

るのかについて質問があった。どのように外部者を規制

することができるだろうか。原子力産業への新規参入者

は規制することができるが、グローバルファイナンスを

覆すような仮想通貨を作りたいと思っている人に対処す

るのははるかに難しいように思われる。

城山氏は、最近ますます職業倫理とコミュニティを基

盤とする規制に重点が置かれるようになってきている

が、これを実行するのは簡単ではないと述べた。間違い

なく、新たな技術動向に対応するためには多くの作業が

必要である。

第４の質問は、原子力のケースにおける二元的システ

ムからの脱却のタイミングについてであった。城山教授

は、1970年代と1980年代にはすでに変化が起こっていた

が、全体的な傾向はますます強まっており現在も継続し

ていると答えた。現在でも、弱体化された二元的システ

ムに依存していると言える。

関連した質問としてアカウンタビリティについて尋ね

られた。災害が発生した場合、特定の地域社会ではコス

トと便益のバランスが過度に低下する可能性がある。ガ

バナンス体制とアカウンタビリティの問題、特に不均衡

なリスクと利便性の配分をどのように調和させるべきだ

ろうか。

これに対して城山氏は、アカウンタビリティの重要な

側面のひとつは、専門家とガバナンス組織の関係である

と答えた。リスク管理機関にとって独立が重要である一

方で、リスク配分は「科学的」であるという理由だけで

中立になりうるという考えには同意できない。リスク管

理は、特定の技術政策に伴うリスクと利便性の分布が不

均一なためにどうしても政治的にならざるを得ない。し

たがって、アカウンタビリティを確保するためには、多

数の利害関係者の視点を組み込むとともに、こうしたこ

とへの理解も必要である。

次の質問は、イノベーションと規制、そしてリスクと

利便性の間にみられる緊張が日本の公的言説の中で表現

される場合、なにか特異な点はあるかというものであっ

た。たとえば報道媒体間で違いはあるだろうか。

この質問について城山氏は、さまざまな報道媒体によ

ってリスクと利便性が異なるかたちで強調されているの

は事実だが、これは日本独自のものではないようだと指

摘した。また、過小評価されているのはリスクだけでな

く、利便性も過小評価される可能性があることがあるこ

とには言及しておかなければならない。さらに、リスク

とイノベーションの関係は忘れられがちである。リスク

の評価と対応には、リスクを伴うイノベーションと研究

が必要であるが、この点は見逃されがちである。

次に、資金調達の取り決めなど、研究の優先事項を形

成する上で、政府がどのくらいの役割を果たすべきかに

ついての質問があった。

城山氏は、学問の細分化は根本的な問題であり、学際

的コミュニケーションはイノベーションと規制の両面に

おいて非常に重要であると答えた。異なる学問的コミュ

ニティ間では交流の機会が乏しい。政府がこうしたコミ

ュニティ間のより多くの協力を奨励するのは良いことで

ある。しかし、特定の公共目的向けの研究と研究の自律

性の必要性とのバランスを取る必要がある。

最後の質問は、宇宙政策における防衛省の役割につい

てであった。原子力と宇宙政策の違いのひとつは、国民

がどれほど監視しているかという点であるように思われ

る。原子力発電は政治的に論争を巻き起こしているが、

他方、宇宙政策は依然として専門家の関心のレベルにと

どまっている。しかし2008年以降、日本の宇宙政策には

急激な変化がみられ、予算のかなりの部分が防衛省に向

かいつつある。かつて宇宙政策は全面的に民間利用を前

提としていたが、重点が変わった。だが、このプロセス

は依然として国民の監視の及ばないところで行われてい

る。国民の多くは宇宙政策について、曖昧にしかわかっ
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ていないのにもっぱら肯定的に見ているようだ。中国で

は、政府は宇宙政策のほぼすべての側面を管理してい

る。日本では、防衛省は宇宙政策に関する予算プロセス

において発言が乏しい。このプロセスは健全だろうか。

日本では、防衛省は宇宙政策に関する予算プロセスにお

いて発言が乏しい。このプロセスは健全だろうか。

城山氏は、宇宙政策コミュニティは宇宙産業と技術利

用を促進したいと考えているが、十分な民間需要を見つ

けることはできないのと述べた。そこで、ひとつの対応

は、防衛省を含む政府に依存することであるという。宇

宙産業界には、特に従来からの平和利用への約束義務か

ら、これにまだ非常に慎重な立場もある。また防衛省の

観点からすると、宇宙関連事業に資金を投入すると、他

のどこかで予算を削減しなければならないという懸念が

ある。

城山氏は最後に、宇宙と原子力の関係者のコミュニテ

ィでは異なる歴史と経験のために、異なる文化があると

指摘した。宇宙コミュニティはより率直でオープンで、

単刀直入な傾向がある。原子力産業は一連の事故を経験

しており、より多くの公的な監視を受けているという点

で異なるといえる。

      　　　　　　　　　　　　（翻訳　昇亜美子）
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イノベーション―21世紀における「日本株式会社」

サカスチュワン大学政治学部准教授
カリン・ホロイド

1960年代以降、日本は世界で有数の商業的に革新的な

国として知られてきた。トヨタ、ホンダ、三菱などの日

本企業は、効率的な自動車設計と製造の分野で支配的存

在であり、ソニー、パナソニック、東芝は消費者向けデ

ジタル製品を開拓し、世界的なブランドをつくり出し

た。さらにこれら大企業ほどは知られていない数多くの

ハイテク企業が、日本経済の上昇と安定を支えていた。

また日本は、高品質の生産、ジャストインタイム生産シ

ステム、世界をリードする商業エレクトロニクス、ロボ

ットの広範な使用、太陽光発電、LED照明などのイノベー

ションで広く知られている。強力な官民連携によっても

たらされたこうしたイニシアチブによって、日本は全体

的な生産性と個人所得の面で世界で最も成功した経済大

国となった。

こうした強みがあったにもかかわらず、日本の経済成

長率は1990年代に劇的に減速し、2000年以降は平均約1.5

％に過ぎなかった（金融危機時の2008年〜2009年を除

く）。経済成長は健全な経済と社会を示す唯一の指標で

はないものの、中央政府は生活を進歩させる機会を提供

する必要がある。21世紀の政府にとっての国内外の最重

要課題のひとつは、経済革新、科学技術開発、国際競争

力、環境持続性をほぼ同等の水準で促進する政策を開発

し、維持することである。

日本は、21世紀の未来を科学技術に基づいた経済とし

て構築するために、多くの国よりも早期に、そして大き

な取り組みを行ってきた。1980年代には、製造業の海外

移転への懸念から、日本政府は新たな潜在的な経済部門

への投資を促した。日本は科

学技術国家としての地位を宣

言し、1995年に初の科学技術

基本計画を制定した。2016年4

月には第５次計画が採択され

た。これらの計画を通じて、

日本は先進教育、適切なイン

フラ、産学連携といった科学

技術基盤経済の基礎を構築し

ようとしてきた。

実際のところ、技術開発

は、21世紀の経済競争力のた

めの国の計画の中核を担うも

のである。日本は、宇宙ベー

スのソーラーパネル、ナノテクノロジー、水素エネルギ

ー、商業的利益を生み出す潜在的可能性を持つロボット

技術など、ハイリスク・ハイリターンの分野に多額の投

資を行っている。もしも日本がこれらの新部門で、かつ

て製造業などで達成したような成功を再現できれば、世

界的に混乱と不安定な時代に経済的成功の新時代を迎え

られるだろう。しかし、こうした高額でリスクの高い投

資からリターンが得られる保証があるわけではない。そ

のうえ日本には、国内市場でしか成功しない製品やサー

ビスが開発されるという「ガラパゴス効果」のリスクも

ある。

比較的最近まで、先進的な教育、基礎研究、および商

業化への投資は雇用と繁栄につながるというのが社会通

念であった。しかし、この「イノベーション方程式」が

当初の思惑通りに働いているかどうかは不明である。イ

ノベーションによって、製造・加工部門から専門分野に

至るまで、多くの職種が失われてしまった。世界各国の

政府は、農村の過疎化や高齢化、オートメーション化、

富の不平等といった混乱や困難な傾向に直面し、新し

いハイテク、イノベーション主導型経済が必要であり、

この潮流は止められないと考えている。しかしこの新経

済が、イノベーションによって失われた数多くの職を補

うのに十分な新たな職を提供できるかどうかは不明であ

る。

イノベーション経済や「未来経済」を構築するための

コンセンサスやルールはない。イノベーションをもたら

すためには、政府の政策、法的基準、ビジネス能力、創

造性、発明、消費者へのオープンさ、失敗への耐性、そ

して古き良き幸運が必要である。市場の力がイノベーシ

ョンを促進するというのが社会的通念ではあるが、歴史

的にみると、市場との断絶こそが、政府をイノベーター

として成功させてきたのであ

る。もっとも、政府の強い力を

必要とする技術分野はあるもの

の、政府がいつ、どこに、どれ

くらい投資するべきか、そして

その投資をいつ止めるべきかを

知ることは容易ではない。

政府と企業を緊密に結びつけ

る「日本株式会社」モデルは、

不完全ではあるが成功したイノ

ベーションへのアプローチのひ

とつである。しかし、国際イノ

ベーション競争の中で日本がど

の程度成功するかは不透明であ

る。過去に成功したからといって将来のリーダーシップ

が予測できるだろうか。イノベーションと商業化を促進

するための最良の方法はなにか。イノベーションが日本

や世界の生活の質をどのように向上させることができる
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のだろうか。

日本が未来を見通すために、政府が多少の手助けをす

ることでどの部門が繁栄するかを考えてみよう。日本企

業は、いくつかの重要な伝統的・新興分野において主要

な存在である。

日本は2016年に世界第3位の自動車生産国であった。

日本の自動車メーカーは、政府主導の研究開発、インフ

ラ支援、購買支援、長期戦略などにより、電気自動車、

ハイブリッド自動車、燃料電池自動車の生産をリードし

ている。

日本には、ガソリンスタンドよりも多くの電気自動車

ステーションがあり、電気自動車業界の繁栄に必要なイ

ンフラの骨格を提供している。日本政府はまた、燃料電

池の商業化を支援する国家戦略に資金を提供している。

日本は「水素社会」を掲げ、世界で初めて燃料電池技術

の大衆市場になることを目指している。

日本はまた、ロボットの開発、生産、利用をリードし

ているが、他の国々がこれに追いつこうとしている。中

小企業は労働力不足に直面しており、産業用ロボットに

対する需要が大きくなっている。コンシェルジュサービ

ス、災害救助、セキュリティなど、開発・利用されてい

るロボットの種類は多種多様である。高齢化が進む日本

では、企業が、介護者のパワーアシスト機能を備える装

着型のロボット機器、刺激を与えたり話し相手となった

りするロボットペット、遠隔医療モニタリングを可能に

するスマートな機器など、高齢者や介護者の生活を改善

する技術を積極的に開発している。最近安倍首相は、産

業界主導の「ロボット革命」イニシアチブの立ち上げを

発表した。これは、人々が生活し働くあらゆる場所にふ

さわしいロボットを広めることを目指している。

日本には、デジタル化された素材の商業的流通に焦点

を当てた、非常に活気あるデジタルコンテンツ部門もあ

る。メディアや一般の人々の関心はコンテンツよりも技

術に重点が置かれる傾向があるが、世界のコンテンツ部

門は現在、国際映画産業よりもはるかに規模が大きく、

ビデオゲームやアニメーションから大規模データアプリ

ケーション、eラーニング、金融技術までを網羅してい

る。しかし、かなりの政府の支援にもかかわらず、日本

のコンテンツの海外進出は小規模に留まっている。

日本企業は環境にやさしく効率的な技術の開発と商業

化にも長年積極的に取り組んでおり、日本は引き続きこ

れらの面に大きく投資している。たとえば、「トップラ

ンナー方式」は、国が定めた省エネの基準値をクリアし

商品化されているもののうち、 最も省エネ性能が優れ

ている機器（トップランナー）を設定する制度である。

この制度は31の製品カテゴリーをカバーしており、効率

性を継続的に向上することでイノベーションを促進しよ

うとするものである。

日本はまた、高効率で環境にやさしいコミュニティを

形成するために、スマートグリッド、エネルギー管理シ

ステム、分散型再生可能エネルギー源、そして情報通信

技術を活用する「スマートシティ」のビジョンに投資し

ている。地方分権型エネルギー生産により、こうしたコ

ミュニティは災害からの回復力が大きいと期待される。

このスマートシティ計画は、日本企業が持っている、電

気自動車、建設、バッテリー、高度道路交通システムな

どの多くの専門分野を結びつける。

スマートシティは、地方・地域経済を活性化させるだ

けでなく、世界に対して新しい技術を紹介することにな

る。日本は環境にやさしい技術の特許取得において世界

でトップの地位にある。日本は大規模投資を行ってお

り、気候変動やエネルギー不足によってコミュニティの

回復がこれまで以上に重要になっている時代に、スマー

トなインフラ輸出国と位置付けられている。

「壮大な挑戦（ムーンショット）」とでも呼べるいく

つかの取り組みもある。宇宙航空研究開発機構（JAXA）

は、1998年から宇宙太陽光発電を真剣に研究してお

り、約130名の研究者がこのプロジェクトに従事してい

る。JAXAは京都大学と共同で、2040年までに1ギガワット

の宇宙ベースの太陽光発電所の開発する技術計画を実施

している。同様に、清水建設も最近、月赤道上に太陽電

池のベルトを建設する「月太陽発電ルナリング」計画を

発表した。同社によれば、地球上の発電所に向けてマイ

クロ波レーザー光に変換してエネルギーを伝送すること

で、地球全体のエネルギー需要を満たすことができる。

第５期科学技術計画は、これらの取り組みを「超スマ

ート社会」のビジョンと結びつけることに焦点を当てて

いる。超スマート社会とは、「必要なもの・サービス

を、必要な人に、必要な時に、必要なだけ提供し、社会

の様々なニーズにきめ細やかに対応でき、あらゆる人が

質の高いサービスを受けられ、年齢、性別、地域、言語

といった様々な制約を乗り越え、活き活きと快適に暮ら

すことのできる社会」である。この野心的なビジョン

は、新しいスーパーコンピュータ開発、サイバーセキュ

リティ技術、IoT、ビッグデータ解析、人工知能（AI）、

高効率製品、次世代のセンシング技術と監視技術を活用

して、 サービス、個人向けヘルスケア、現地化されたエ

ネルギーシステム、より弾力のあるコミュニティの実現

を目指す。これらの技術は多くの国に集中しているが、

日本はその強みを活かして他のどの国よりも先に超スマ

ート社会を構築したいと考えている。

今後は、民間部門が資金調達しにくいハイリスク・ハ

イリターンの分野への大規模な公的投資により、日本は

様々なハイテク産業で強みを発揮するだろう。日本は産

官学連携の経験が豊富で、新技術の商業化も成功してい

る。将来の政府の政策、長期的な事業計画、質の高い基

準と消費者の期待、そして「巨大科学（ビッグサイエン

ス）」実験への全国的支援によって、日本は社会変動を

推進し、迫り来る人口、環境、経済問題に効果的に対応

することが可能になるであろう。

しかしながら、日本が引き続き、イノベーションと技

術の分野をリードしていくうえで、重要な課題がいくつ

も立ちはだかっている。日本は、国際競争の激化、人口

の急速な高齢化、巨額の財政赤字、エネルギーコストの
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高騰、労働力不足、そしてガラパゴス状態の影響を常に

受ける危険に直面しているのである。

こうした変化の様子をみるうえで、イノベーション競

争はスプリントではなく、マラソンであることを覚えて

おくべきだろう。絶え間ないグローバルなイノベーショ

ンと混乱の時代にあっては、初期の成功は長期的な支配

を保証しないということである。日本は成功を収めるこ

とができる位置にあるし、「日本株式会社」モデルは依

然として広く理解されている。中核的な課題は、イノベ

ーションと混乱を活用して、新技術と経済発展、環境の

持続可能性、地域社会の幸福を結びつけることである。

質疑応答

最初の質問は、ホロイド氏が、特定の技術分野に焦点

を当てた研究をしている理由についてであった。ホロイ

ド氏は、北米では、日本の肯定的な面はほとんど知られ

ていないため、日本が明確なリーダーシップを発揮して

いる分野への意識を深めることに価値があると考えたか

らであると述べた。

次の質問者は、経済成長、科学、技術、イノベーショ

ンの関係についてどのように考えるべきかとたずねた。

日本の技術の成功は、景気の停滞や高齢化に関連する他

の課題によって相殺されてしまうのだろうか。ホロイド

氏はこれに対し、先進国に「うまくいっている」、つま

り高成長率を保ち何の問題もないと指摘するのは難しい

と答えた。われわれは常により多くを期待してしまいが

ちである。「グローバルな文脈での日本」プロジェクト

の第8回フォーラム「定常経済」で提起された問題は、

この点で非常に説得力のある議論である。これ以上モノ

を必要としないという地点があるのかもしれないが、そ

れを政府が決めるのは難しい　。

次の質問者は、あらゆる技術開発の前段階には弱点を

伴うとの考えを述べたうえで、「超スマート社会」の弱

点は何かと尋ねた。ホロイド氏は、プライバシー、デー

タ管理、雇用喪失などの懸念があると答えた。AI、自動

化、効率化によって取って代わられる技術と労働力を持

つ人が、どのような職を得られるかは明らかでではな

い。参加者の一人が、一部の国ではすでに失業率が回復

しており、日本は中産階級を保護していると指摘した。

自動化が進んで、AIに仕事が奪われる時代にあっては、

少子高齢化という人口統計学の崩壊は、日本にとって幸

運でさえあるかもしれない。一方、北米や欧州などは、

政治的なリスクを抱えている。人々は、数年後にどんな

仕事がまだ存在しているのかわからないという、キャリ

アパラノイアの感覚を持つようになっている。

第4の質問は、ガラパゴス効果についてであった。日

本が、国際的なパートナーを積極的に求めず、新興技術

の多くの分野で単独で進んでいるのはなぜなのだろう

か。ホロイド氏は、日本は多くの場合、たとえば核融合

や特定の宇宙計画に関して国際社会と協力することを求

めていると答えた。さまざまな協力がある。たとえば、

水素社会、超スマート社会、スマートグリッドを目指す

過程では、国際的な検査や知識交換が行われている。し

かし、日本の言語と文化がガラパゴス化を進めている面

もある。この問題について、他の参加者は、移民政策は

ガラパゴス化にも影響していると指摘した。政府は、優

秀な研究者を海外から移住させるためのプログラムを導
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入しているが、日本に移住することに関心を示す英語圏

の研究者はほとんどいない。同様に、海外に移住する日

本人科学者もごくわずかである。大学をグローバル化す

るのは簡単であるが、日本のハイテク企業で働くために

外国人が日本に移住するのは困難である。総じて、日本

の研究者は現状に満足しているように見えるが、このこ

とは実は、国際的な協力関係を制約しているのである。

別の参加者は、ガラパゴス効果は、通常否定的に捉えら

れるが、実は日本と世界に利益をもたらすかもしれない

との考えを示した。破壊的な課題に直面したときには、

単一のグローバルスタンダードではなく、異なる技術シ

ステムとアプローチを持つことは価値があるかもしない

のである

第５の質問は、日本では国益を高めるために、政府が

産業や大企業を支援する政策をとっていないのは何故か

という点であった。ホロイド氏によれば、カナダなどの

国に比べて多くの大小両方の日本企業が政府の支援を受

けているが、それはあまり重要ではないと述べた。

次の質問は、混乱と国際競争についてであった。多く

の日本の消費者向け電子企業がなくなったり、縮小した

りしている。日本の自動車産業は混乱の時代に生き残る

ことができるだろうか。ホロイド氏は2つ側面からこの質

問に答えた。まず、水素自動車が自動車産業の生存に寄

与するかどうかはまだ明らかではない。カーシェアリン

グや自律車に移行するにつれて、自動車の需要は減少す

るだろう。これは水素経済にとっての課題を提起する。

第２に、サプライチェーンから多くのイノベーションが

もたらされるだろう。したがって、中小企業が自動車産

業の未来を決定する上で重要な役割を果たすだろう。

別の参加者は、実際のイノベーションは、予期せぬ分

野や問題解決型でない研究からもたらされることがある

と指摘した。社会的課題に取り組むことが重視されてい

る場合、課題が提示される。科学技術コミュニティは時

に、その取り組みを社会的な問題の周辺に恣意的に構成

するように強いられることがあった。しかし、このよう

な視点は狭すぎる可能性がある。教育、移民、労働市場

の改革は科学技術計画にとって重要かもしれないが、こ

れらの点を意図的に結び付けることは必ずしも容易で

はない。ホロイド氏は、政府の計画どおりに進まなくて

も、何らかの目標や方向性を持つことは良いことだと示

唆した。これは、カナダのような国では一般的ではない

が、継続性を計画することも重要であり、そのためには

進捗状況を監督する必要がある。これは、日本の５か年

の科学技術基本計画のなかで、特に難しい課題である。

次に、教育についての質問がなされた。高等教育と、

革新、競争の関係はどのようなものだろうか。この関係

について、他国からの教訓を引き出すことはできるだろ

うか。ホロイド氏は、イノベーションの仕組みに対する

人々の考えと、実際の機能の間には相違があり得ると述

べた。カナダでは、大学進学率は約５割に上るが、彼ら

の多くは必ずしも学術的環境に適していたり、興味を持

っているとは限らない。カナダでは、大学ではなく職業

プログラムに学生を導くことがうまくできていない。こ

れは日本の問題でもある。多くの人が大学に進学する

が、卒業時に自分が想定していたような技能を身につけ

ていない。これは、技術的混乱と雇用の変化という文脈

において大きな課題を提示する。良い仕事と良い生活を

求めるのに職が無い、あるいは空きのある職につけるだ

けの技術が無い人々に対しては、どうすればよいのだろ

うか。

参加者の一人は、誰もが科学者、技術者、社会科学者

である必要はないが、結束力のある生産的な社会実現の

ためには、基本的なレベルの識字率が必要であると示唆

した。西側諸国は、その優位性を自ら放棄してきた。開

発途上国の大学システムに訓練された人材を提供し、独

自の優位性を失った。これは、大部分が小学校と高等学

校の教育への投資不足の結果である。学生は、科学、数

学、読書、ライティング、スピーキングの基礎的なスキ

ルを習得するために、大学に通って多額の借金を負う必

要は無い。

また、他の参加者は、「イノベーション方程式」を特

定することの難しさについてコメントした。技術提案の

中には、社会科学や政策問題、経済的実現可能性につい

て深刻に考慮していないものもある。これは、経済的イ

ンセンティブがすべてのイノベーションを推進するわけ

ではないことを示唆している。将来について夢を持つこ

とは、現状を説明し文脈化するのを助ける。日本の問題

は、日本人が夢を見ることが不得意だということにある

かもしれない。日本人は未来について非常に悲観的であ

るのに、すべてが正常であるかのように人生を続けてい

る。日本人はどうやって夢を見ることを覚えられるだろ

うか。ホロイド氏は、不満を持つことは、イノベーショ

ンの大きな原動力であると答えた。これが人間を人間た

らしめている条件のひとつであるかもしれない。現状に

本当に満足している国を指すのは難しい。たとえば、韓

国は大成功を収めたにもかかわらず、韓国人は現状に大

きな不満を持っている。人々が社会参画の実感を持てな

いことは大きな課題である。カナダでは状況は良く見え

るが、経済の混乱、安全保障、移民などの不確実性に直

面すれば、政治情勢は急速に変化する可能性がる。

最後のコメントとして、ある参加者は、楽観的になる

理由は十分にあると述べた。われわれは新たな課題への

対応を考えなければならないが、同時に、自分たちが望

む将来についての漠然とした夢によって、どのような取

り組みをすべきかが刺激を受けるはずだ。新興技術、あ

るいはそうした技術が可能にする社会政策の正味の相乗

効果のビジョンはまだ明らかではない。いくつかの共同

体では、工学におけるデザイン思考の重要性と、科学と

創造的な共同体のより大きな協力について議論を始めて

いる。これは良い出発点となるかもしれない。

　　　　　　　　　　　　　　(翻訳　昇亜美子）
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